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精華町コミュニティーホール管理運営業務

＜年度協定書＞





精華町コミュニティーホールの管理に関する年度協定書

精華町（以下「甲」という。）と近鉄ファシリティーズ株式会社（以下「乙」という。）

とは、令和５年３月３１日に、精華町コミュニティーホール（以下「コミュニティーホー

ル」という。）の管理に関して締結した「精華町コミュニティーホールの管理に関する基

本協定書」及び令和７年４月１日に締結した「精華町コミュニティーホールの管理に関す

る基本協定の一部変更協定書」（以下「基本協定」という。）に基づき、コミュニティー

ホールの管理に係る年度協定（以下「年度協定」という。）を次のとおり締結する。

（年度協定の目的）

第１条 年度協定は、コミュニティーホールの管理業務（以下「本業務」という。）の各

年度の業務内容及び本業務の実施の対価として支払われる指定管理料の額及び支払方法

等を定めることを目的とするものである。

（令和７年度の業務内容）

第２条 甲及び乙は、令和７年度の業務内容は、基本協定及び仕様書に定めるとおりであ

ることを確認する。

（令和７年度の指定管理料）

第３条 甲は、令和７年度の指定管理料として、金 1,288,000 円（消費税及び地方消費税

を含む。）を支払うものとする。

２ 甲は、前項の金額を年 2回に分け、各半期ごとにそれぞれ 2分の 1ずつの額を支払う

ものとする。

３ 乙は、前項の支払いを受けようとするときは、甲に請求書を提出しなければならない。

この場合において、乙は、基本協定第 28 条第 2項ただし書に規定する書類を添付しなけ

ればならない。

４ 甲は、前項の請求書を受理した日から 30 日以内に支払わなければならない。

（疑義等の決定）

第４条 年度協定に定めのない事項については、第一義的には基本協定によるものとする。

基本協定にも定めのない事項については、甲と乙の協議の上、これを定めるものとする。



本協定を証するため、本書を 2通作成し、甲、乙がそれぞれ記名押印の上、各 1 通

を保有する。

令和７年４月１日

甲

京都府相楽郡精華町大字南稲八妻小字北尻７０番地

精華町

町 長 杉 浦 正 省

乙

奈良市富雄元町三丁目１番３９号

近鉄ファシリティーズ株式会社 奈良支店 京阪奈学研都市事業所

所 長 小 野 寺 裕 正





精華町コミュニティーホール管理運営業務

＜仕様書＞



精華町コミュニティーホールの管理運営業務仕様書

指定管理者は、以下に掲げる業務等、管理に係る一切の責任を負い執行するものとする。

Ⅰ．指定管理者が行う業務

1．貸館事業に係る業務（利用許可等）に関すること

（1）開館期間及び時間

1月4日～12月 28日／9時～22時

（精華町コミュニティーホールの設置及び管理に関する条例（以下「設置条例」という。）

第５条）

（2）利用許可申請の受付（利用希望者に対する受付業務）

精華町コミュニティーホール管理規則（以下「管理規則」という。）第2条に基づいて

コミュニティーホールを利用しようとする者から提出される利用許可申請書の受付を行う。

（3）利用許可

設置条例第6条に基づき利用の許可を行う。なお、指定管理者は、非営利団体等の利用

割合を確保するように努める。また、指定管理者は、町長の承認を得た場合を除いて、自

らがコミュニティーホールの利用者となることはできない。

（4）利用料金の徴収

設置条例第11条に規定する額の範囲内で、指定管理者があらかじめ町長の承認を得て

定める利用料金を徴収する。また、納付された現金の管理は、指定管理者の責任において

行う。

【参考：設置条例別表第11条関係】

※ただし、管理規則第8条各号に該当する場合、当該各号に定める利用料を減免する。

※営利利用は、上記金額の10割増しとする。

（5）人員配置

利用許可申請の受付等貸館事業として管理運営するに支障のない人員を配置する（開館

時間と勤務シフト等を考慮し、従業者数を確保する）。

（6）利用の制限、取消等

指定管理者は、必要がある場合、設置条例に基づき利用の制限、取り消しを行う。

（7）問い合わせ対応

指定管理者は、利用に関する問い合わせ（施設、料金、空き状況等）や苦情等について

対応する。特に空き状況については、利便性向上のため、ホームページ等での迅速な情報

提供に努める。

（8）その他

①利用時の利用許可書等書類の確認

②附属設備等利用（利用料金を含む）の確認

③施設及び附属設備等利用後の確認

④ステージ（舞台）設営と運営（仕込み、撤去、復元）

⑤設備の操作管理

⑥遺失物の管理

⑦利用記録及びその管理

区分

単位時間

基本利用料
冷暖房費

平日 土曜日、日曜日及び祝日

1時間 410円 620円 200円



2．コミュニティーホールの維持管理に関すること

（1）施設、設備、備品等の保守管理

①日常管理業務

②定期点検

③保安警備業務

（2）清掃業務

施設の環境を維持し、快適な環境を保つための清掃業務（日常清掃、定期清掃）を行う。

（3）施設、設備、備品の修繕

大規模な修繕は、この限りではない。

施設の保守点検及び清掃業務等の維持管理業務について外部に委託する場合は、それらの

業務内容及び委託先の選定方法等を含めた外部委託の考え方を示すこと。なお、本事業の全

てを第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。

3．利用者の安全管理に関すること

（1）町をはじめ関係機関との相互協力による、緊急時（火災、災害等）での早急な対応措置

（2）緊急時における避難経路の確保

（3）利用者の所持品の紛失、盗難等への注意喚起

（4）利用者の傷病発生時における応急措置等の対応

（5）その他これに類するもの

4．書類の管理・保存に関すること

指定管理者が指定管理業務の実施に伴い、作成及び受領する書類等は、精華町文書保管保存

等に関する規程（平成15年規程第5号）に準じて、適正に管理・保存する。また、精華町情

報公開条例（平成14年条例第2号）第25条の2の規定に基づき、公開に努める。

例：利用許可申請書、各種領収書等

5．報告・指示等に関すること

（1）月次報告書の提出

指定管理者は、毎月終了後、次に掲げる事項に関し月次報告書を作成し提出する。

①管理業務の実施状況及び利用状況

②利用料金の収入実績

③基本協定第21条3項に基づく貸与備品の点検結果

④その他甲が必要と認める事項

例：利用件数等利用状況、利用料金収入状況、貸与備品の定期点検実施状況

（2）事業報告書の提出

指定管理者は、毎年度終了後、管理業務に関し事業報告書を作成し提出する（地方自治

法第244条の2第 7項）。

①管理業務の実施状況及び利用状況に関する事項

②利用料金の収入実績

③管理に係る経費の収支状況

④その他甲が必要と認める事項

例：事業報告書及び決算書、毎月の業務状況報告書（利用件数等利用状況、収支状況に関

する書類）

（3）報告・指示等

町は、指定管理者による管理の適正を期するため、指定管理者に対し、管理業務又は経

理の状況に関し、報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示を行う（地方自治法第244

条の2第10項）。

6．その他町長が特に必要と認める事項



7．指定管理者を指定して管理を行わせる期間（以下「指定期間」という。）

令和５年４月１日から令和８年３月３１日までとする。ただし、町長が管理を継続すること

が適当でないと認めるときは、指定期間中であっても、その指定を取り消すことができる。

この場合、指定管理者に損害が生じても、町はその損害の賠償の責めを負わない。また、取

り消しに伴う町の損害について、指定管理者に損害賠償を請求することがある。

なお、指定期間中であっても、何らかの事由により、町と関西文化学術研究都市センター株

式会社との定期建物賃貸借契約が解除された場合は、指定を取り消し、この場合に指定管理者

に損害が生じても、町はその損害の賠償の責めを負わない。

Ⅱ．管理に係る経費等の取扱い

1．収入

（1）利用料金制の採用

指定管理者は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第 8項の規定に

基づき、利用料金を収入として収受するものとする。ただし、その金額は、同法第244条

の2第 9項の規定に基づき、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。

なお、利用料金は、設置条例第11条に規定する額の範囲内で、あらかじめ町長の承認

を得て指定管理者が定めるものとする。

（2）指定管理料

指定管理料は、別途、年度協定によって定める。

（3）指定管理料の額及び支払方法は、指定管理者が提出する年度業務計画書及び収支計画書

に基づき、予算の範囲内で町と指定管理者が協議し、年度協定において定めるものとする。

2．経費

（1）指定管理者は、管理業務に必要な全ての経費（下記の費用等）を、町が支払う指定管理

料及び利用料金の収入によって賄う。ただし、大規模な修繕はこの限りではない。

①共益費

コミュニティーホールを含む、光台近隣センターの所有者である関西文化学術研究都

市センター株式会社に支払うものであり、その額については町と関西文化学術研究都市

センター株式会社が毎年度ごとに覚書によって決定する。

②光熱水費

③電話代

④その他必要とされる消耗品等

⑤管理運営上、新たに必要となる備品

⑥修繕費

⑦人件費

（2）管理によって生じる事業利益又は損失は指定管理者の責任によるものとする。なお、利

益の還元は求めないが、指定管理料の額を超えて損失の補填もしない。

3．町財産の貸与

町は、指定期間の開始の前日において存する備品を、指定期間内において、無償で貸与する。

4．会計・経理の原則

コミュニティーホールに係る指定管理者の収入及び支出は、法人等の既存の口座とは別の口

座で管理し、経理を明確にする。



Ⅲ．管理運営に係る基本的な考え方

1．関係法令等の遵守

指定管理者は、円滑な運営及び適切な維持管理を行うため、関係法令及び条例等の規定を遵

守すること。

2．利用者の意見や要望等を反映できるよう利用者本位の運営を行うこと。

3．効率的な運営を行い、経費の縮減に努めること。

4．町の公共施設や町主催事業との連携を図ること。

5．個人情報の取扱い

指定管理者が、施設を管理するにあたり個人情報を取り扱う場合には、個人情報の保護に関

する法律（平成15年法律第57号）を遵守し、漏えい、滅失及びき損の防止、その他個人情

報の適切な管理のための措置を講じなければならない。

なお、個人情報の漏えい行為には、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）

に基づく罰則が適用される。

6．責任分担

Ⅳ 業務実施条件

指定管理者は、管理を開始するにあたって、以下の条件を満たさなければならない。

（1）インターネットによるホームページの開設

（2）住民、定期利用者及び近隣企業等への広報

（3）防犯カメラの継続設置

（4）情報の公開等に関する規定の整備

（5）指定管理者が行う業務の実施に要する物的・人的体制の整備

（6）その他、提案書（事業計画書及び収支計画書）に記載されている内容

想定される内容 責任分担

法令等の変更 指定管理者が行う管理運営業務に及ぼす法令等の変更 協議事項

不可抗力 自然災害等による管理運営業務の変更、中止、延期 協議事項

事故対応
施設、機器等の不備や火災等事故による臨時休館等に

伴う運営上の問題
協議事項

需要変動 当初の需要見込みと異なる状況 指定管理者

管理運営費の膨張 町以外の要因による管理運営費の膨張 指定管理者

施設・設備の損傷
管理上の瑕疵、機器等の損傷 指定管理者

上記以外による施設・機器等の損傷 協議事項

債務不履行
町による協定内容の不履行 町

指定管理者による協定内容の不履行 指定管理者

損害賠償

管理上の瑕疵による事故及びこれに伴う利用者への損

害
指定管理者

施設・機器等の不備による事故及びこれに伴う利用者

への損害
原因により協議




